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学 校 法 人 平 方 学 園
法人の概要

１ 学園の教育

建学の精 神 進 取
１２３４５教 育 理 念 次代を担う子供たちが

自分の人生を自ら考え 自ら切り拓いて行く

智恵と力を育む場の提供とサポートをいたします

教 育 目 標 １ 向上心を持つ人間の育成

２ 問題に立ち向かう人間の育成

３ コミュニケーション力のある人間の育成

学園のマーク

大空高く飛翔する鳥の形

様々な世界で活躍する有能な人材を育て

新しい社会の創造に貢献する学園のイメージ

２ 沿 革

昭和 ８年１２月 「誠実、忍耐、努力」を建学の精神に掲げ、前橋市三河町に

群馬県認可「平方裁縫女学校」を開校

昭和１６年 ４月 校名を「平方高等裁縫女学校」と改称

昭和１８年 ４月 校名を「平方実業女学校」と改称

昭和２３年 ４月 学制改革により財団法人平方学園を組織し、高等学校に移行、

校名を「明和家政高等学校」と改称

昭和２６年 ３月 学校法人平方学園認可

昭和３１年 ４月 前橋市国領町に栄養士養成所「明和生活学院」を開校(昭和 41年閉校)

昭和３５年 ４月 明和家政高等学校の校名を「明和高等学校」と改称（平成17年閉校）

昭和４０年 ４月 前橋市昭和町に「明和女子短期大学」を開学

昭和４５年 ４月 前橋市昭和町に「明和女子短期大学付設幼稚園教員養成所」を

開校（昭和 52 年専修学校に移行）

昭和４６年 ４月 前橋市勝沢町に「明和幼稚園」を開園

昭和５８年 ４月 高崎市に「明和県央高等学校」を開校

平成１１年 ４月 明和女子短期大学家政科を「明和学園短期大学生活学科」と改称

明和女子短期大学付設幼稚園教員養成所を「明和学園短期大学

付設幼稚園教員養成所」と改称（平成 19年閉校）

平成１２年 ４月 前橋市昭和町に「創世中等教育学校」を開校（平成 24 年閉校）

平成１９年 ４月 明和学園短期大学生活学科にこども学専攻を増設

平成２４年 ４月 前橋市昭和町校舎に明和学園短期大学及び法人本部を移転

平成２７年 ４月 明和幼稚園を「認定こども園 明和幼稚園」に移行

平成２９年 ４月 明和幼稚園を「幼保連携型認定こども園 明和幼稚園」に移行

明和児童クラブを明和幼稚園内に開設
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３ 設置する学校・学科 令和２年５月１日現在

設置する学校 開校年月 学 科 摘 要

明 和 学 園 短 期 大 学 昭和 40 年 4 月開学 生活学科

明 和 県 央 高 等 学 校 昭和 58 年 4 月開校 普通科

幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 明 和 幼 稚 園 昭和 46 年 4 月開園

明 和 児 童 ク ラ ブ 平成 29 年 4 月開設

４ 学校・学科等の学生数の状況 令和２年５月１日現在

学 校 名 入学定員数 入学者数 収容定員数 現員数

明 和 学 園 短 期 大 学 生活学科 １００ ７６ ２００ １３０

明 和 県 央 高 等 学 校 普 通 科 ２８０ ２８０ ８４０ ７６０

幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 明 和 幼 稚 園 ７０ ６８ ２９０ ２６５

明 和 児 童 ク ラ ブ ９０ ８５

５ 役員の概要

定員数・理事７名、監事２名 令和２年５月１日現在

理事長 桜 井 直 紀

理 事 中 島 高 久

理 事 塩 﨑 政 江

理 事 小 林 周 一

理 事 堀 井 重 彦

理 事 梅 山 功

理 事 三 田 真 紀 夫

監 事 泉 野 高 志

監 事 津 久 井 功

６ 評議員の概要

定員数１５名 令和２年５月１日現在

評議員 小 林 周 一 評議員 大 林 裕 子

評議員 小 沼 順 子 評議員 高 松 透 浩

評議員 井 野 文 枝 評議員 菅 原 宏

評議員 中 島 高 久 評議員 井 下 雅 子

評議員 堀 井 重 彦 評議員 大 熊 章 之

評議員 梅 山 功 評議員 桜 井 直 紀

評議員 三 田 真 紀 夫 評議員 三 友 千 春

評議員 塩 﨑 政 江

７ 教職員の概要（本務職員） 令和２年５月１日現在

学校名 教 員 職 員 合 計

学 園 本 部 ０ ５ ５

明 和 学 園 短 期 大 学 ２６ ９ ３５

明 和 県 央 高 等 学 校 ５１ ７ ５８

幼 保 連 携 型 認 定 こ ど も 園 明 和 幼 稚 園 １９ ２ ２１

明 和 児 童 ク ラ ブ １ ０ １
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事業の概要

１ 基本方針

（１） 各学校（児童クラブを含む。）とも「平方学園の教育（改訂版）」「第二次総合教

育計画」を踏まえた教育・保育活動を展開し、学生・生徒・児童・園児の伸長を図

った。

（２） 明和学園短期大学の学校法人共愛学園への設置者変更に向けて協議を推進し、移

管の準備は完了した。なお、共愛学園との包括連携に関する協定書に基づく相互の

教育力向上に向けての交流機会の創設や、教育力の地域還元等に対する取り組みの

具体化には至らなかった。

（３） 令和３年度以降を見据えた本学園内における学校間の連携や財政基盤の健全化へ

の具体策の検討には至らなかった。なお、予算執行時のチェックと経費節減に取り

組み、経営改善に努めた。

２ 危機管理体制の充実・強化

（１） 内部監査の充実により、各学校（法人本部を含む。）の業務の改善や適切な運営

に資するよう、指導・助言に取り組んできた。指摘事項に対し、その後に「ＰＤＣ

Ａサイクルがどのように機能したか」のチェックが課題として残った。

（２） 情報の時代にあっては、システムの危機管理は重要なテーマであるが、具体的な

検討に着手できなかった。

（３） 職員研修は、「危機管理」をテーマとして実施し、意識の高揚を図った。

３ 教職員研修の充実

（１） 初任者研修（4/1、10/8）、事務職員研修（10/15）は実施できたが、計画してい

た他の研修は、新型コロナウイルス感染の関係で実施することができなかった。な

お、研修のテーマに「危機管理」を採り入れるとともに「職員参加型」となるよう

に配慮をした。

（２） 令和３年度以降の研修のあり方等については、ほとんど検討することができなか

った。

４ 施設・整備の重点

（１） 法人本部の移転に伴う明和県央高等学校内の改修工事等を実施するとともに、法

人本部の移転を令和３年２月に行い、業務を開始した。

（２） 幼稚園体育館の耐震化や児童クラブの施設の検討を行ったが、今後の方向につい

ての結論には至らなかった。

５ 法人本部等の体制変更への対応

（１） 明和学園短期大学の学校法人共愛学園移管に伴う寄附行為の改訂、諸規程等の改

訂は完了した。

（２） 法人本部の明和県央高等学校内への移転は完了した。また、本部体制は、従来の

体制を大幅に変更したものと改めた。なお、経理処理システムを変更し、事務の簡

素化を行った。

６ 学園支援団体の組織化の検討

（１） 学園に対する経済的支援を目的とする企業・個人等からなる学園支援団体の組織

化については、検討には至らなかった。
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Ⅰ 明和県央高等学校

１ 基本方針

学習指導要領改訂、大学入試センター試験導入などの教育の動向を十分に把握して、教

育活動を推進してきた。

２ 優先課題

（１） 日本大学との教育交流を推進する。

① 新型コロナウイルス感染症の流行により、当初予定していた交流行事を変更して実

施した。

② 日本大学進学者数が２２名（法２・経済２・商１・文理７・生産工４・工３・国際

関係１・危機管理１・スポーツ科１）となった。

（２） 実用英語技能検定と日本漢字能力検定の合格率向上を促進する。

① 実用英語技能検定の目標と結果は下記の通り。

目標 ２年生までに３級以上の取得者を１５０名以上とする。

結果 令和２年度２年生（２６１名） ３級以上取得者１１９名

（達成率７９％）

② 日本漢字能力検定の目標と結果は下記の通り。

目標 ２年生までに４級以上の取得者を１５０名以上とする。

結果 令和２年度２年生（２６１名） ４級以上取得者１２６名

（達成率８４％）

（３） 生徒の学力向上に資する指導を推進する。

① 教職員全員に iPad を貸与し、連絡・生徒管理・授業等における活用を開始した。

② 各学年が工夫し、成績上位層・下位層への特別指導・個別指導を計画的に実施した。

③ 定期試験・模擬試験・検定試験等の結果を共有することを習慣化した。今後、デー

タ分析の精度を高め、それに基づく学習指導体制の構築につなげる。

④ 教員の大学入試センター試験過去問題等の正答率９０％以上を目標としたが、結果

は、全体（３４名が解答）で７０．５％にとどまった。

（４） 新たな教育課程を編成する。

新たな学校像を教職員で共有し、コース編成、教科・科目の履修及び授業時間数、

授業日及び休業日、生徒募集等の観点から新教育課程を編成した。

３ 令和３年度以降を見越した課題

（１） 経営的視野に立った生徒募集と学校運営を推進する。

① 受験生維持と単願希望者拡大の観点から、令和４年度入試及び生徒募集を見直し

た。

② 教育後援会を新たに組織し、特色ある教育活動や部活動を支援する体制を整備し

た。

（２） 創立４０周年記念事業を視野に入れた諸準備を開始する。

準備を開始することができなかった。組織改編及び環境整備等を進め、令和３年度

から周年事業の準備を再スタートする。

（３） 施設・設備計画等を策定する。

① 全ての普通教室にプロジェクターを設置した。また、令和３年度入学生から一人一

台の iPad 貸与・導入に向け環境整備に着手した。

② 生徒の満足度向上を目指し、給食業者・スクールバス運行業者の見直しを実施した。

③ 第二運動場の完成・使用に伴い、校庭の整備に着手した。

④ ２０３２年度までの施設長寿命化計画の策定に向け準備を開始した。

⑤ 法人本部移転に伴う校内施設の改修工事を実施した。



5

Ⅱ 幼保連携型認定こども園 明和幼稚園

１ 基本方針

（１） 幼児の主体的な活動を促し、個々の発達に応じた指導の実践を進めた。

（２） 保護者から信頼される教育・保育を実践するとともに、安全・安心なこども園作り

に取り組んだ。

（３） 園児数２８５人（定員２９０名）を確保し、経営の安定化に向けての取り組みを促

進することができた。

２ 資質及び能力向上に向けた取り組み

（１） 保育指針を踏まえた、教育課程及び指導計画を見直しに不十分な部分があったた

め、教育・保育の充実を図る上での内容面での取り組みに課題が残った｡

（２） コロナの影響で、園外研修はＷｅｂ等による形態に変化したが、教職員の積極的

な参加を促し、教育・保育の質の向上を図る取り組みを進めた。

（３） 遊びを通して主体的な学びを行う総合的指導の実践への取り組みを促進した。

（４） コロナ禍のため、近隣の小学校との交流による連携を深めることが難しく、学年便

り等の交換を通しての取り組みを行った。また、小学校教諭養成課程を有する大学と

の交流は実現できなかった。

３ 特色ある教育の推進

（１） 英語「どこでもイングリッシュ」の月間保育計画を作成し、保護者の理解を深め

る取り組みを進めた。

（２） 保護者の参加による「絵本タイム」を計画したが、実現には至らなかった。

（３） 入園案内等の完全英語版が完成し、希望者への配布が可能となった。

（４） 保護者の要望に応じた課外活動を推進した。また、希望者が増加した活動につい

ては実施曜日を増やした。(英語・音楽・体操・サッカー教室など)

４ 円滑な運営

（１） 園児数に対応した保育教諭の配置を実施し、職場環境の改善に努めたが、保育の事

務、教材・教具の準備等における教職員の忙しさは、まだ残っている。

（２） 行事の精査と保育とを一体的なものとして把握する運営で、教育・保育の向上に

結び付ける予定であったが、コロナの影響により行事の中止や延期が余儀なくされ、

十分な取り組みには至らなかった。

（３） ＨＰを見やすく工夫し、また、フェイスブックの活用により、園の様子や魅力を

保護者や地域住民にアピールする取り組みを強化した。

５ 安全な施設設備

（１） 体育館の耐震化整備を進める予定であったが、準備が整わなかった。

（２） 身近に遊べる遊具の整備を進めるとともに、特に低年齢児の遊具の設置を進めた。
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Ⅲ 明和児童クラブ

１ 基本方針

職員による協働の取り組み、保護者対応などで、質の高い教育・保育を推進した。

２ 体制の整備・確立

（１） 支援員及び補助員の確保により、児童の安全確保や支援充実に努めた。

① 平日の教育・保育では、各部屋２～３名ずつの支援員及び補助員を確保し、３部

屋体制を確立できた。また、長期休業中では、学生を含む９名の増員を実現できた。

② 児童の送迎では、幼稚園との兼務職員の協力やタクシー利用により、円滑な送迎を

実施できた。

（２） 会員継続や兄弟関係に関する調査を実施し、来年度以降に向けた体制の整備・確

立に向けての準備に努めた。

３ 教育的機能を備えた質の高い教育・保育の実践

（１） 支援員及び補助員の個々の資質向上を目指すとともに、「連絡ノート」を活用し、

児童理解に関する意見交換や指導方法についての共通理解を図り、教育・保育の充実

に努めた。

（２） 教材や活動の工夫により、質の高い教育・保育の実践に努めた。

① 新しい教材の購入や支援員よる自作教材の導入により、児童の興味関心を引き出し

ながら、教育・保育の充実を図った。

② 生活や宿題への支援を充実させることで、基本的生活習慣や学習習慣の定着を図っ

た。

③ 園庭や体育館を活用し、工夫した遊びを取り入れることで、異なる小学校、異なる

学年の児童が一緒になっての活動を通じて、社会性の伸長を図った。

４ 児童の安全確保を最優先した運営

（１） 児童送迎時の運転は各職員による細心の注意と、相互の安全確認のもとで行った。

また、児童には送迎時の乗車についての約束事項を提示して、指導した。

（２） 教育・保育時には、屋内外での安全確保を最優先しながら、指導や見守りを行っ

た。

（３） 避難訓練を定期的に実施し、児童の危機意識の醸成に努めた。特に、不審者に対

する避難訓練では、前橋市担当課の職員による訓練の充実を図った。さらに、新型コ

ロナウイルス感染予防では、消毒や検温など、児童への指導の徹底を図った。

５ 保護者に寄り添った運営

（１） 子育てについての保護者からの相談への対応、また、学校生活に問題がある児童に

対する保護者との情報交換などを充実させて、保護者への助言や支援に努めた。

（２） 児童の様子の発信や連絡だけでなく、子育てのヒントになる事例や理論を記載す

るなどした「明和児童クラブだより」を発行して、家庭との連携を図った。また、ホ

ームページを立ち上げ、情報発信に努めた。

６ 明和幼稚園や各小学校、市などと連携した運営

（１） 部屋の確保、園庭や体育館の利用等の運営面において、日常的に幼稚園の協力を

得られた。

（２） 各小学校や子育て施設課とも連絡を密に取り合うことができた。
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Ⅳ 明和学園短期大学

１ 基本方針

（１） 定員確保に向けて、カリキュラムやシラバスを改善して教育の質的向上に取り組

んだ。また、積極的な広報活動の推進を計画したが、新型コロナウィルスにより高

校訪問・オープンキャンパスなどが十分にできず、ホームページやＳＮＳによる広

報活動が中心となったこともあり、令和３年度の入学者数は 60人と、目標の 90人

の確保はできなかった。

（２） ＰＤＣＡサイクルに基づく検証を踏まえ、ＧＰＡ（履修科目の評価を数値化し、

単位当たりの平均数値により、学生の学修のレベルを把握するもの）の導入、履修

系統図（学修に取り組む上での科目間のつながり等を図式化したもの）の作成、情

報公開の推進などに取り組んだ結果、前年度に引き続き、国の私立大学等改革総合

支援事業の中の「教育の質的転換（タイプⅠ）」の採用となった。また、「めぶく。

プラットホーム前橋」の推進に、前橋市・市内大学等と連携して取り組んだ。

（３） 共愛学園への移行に向けて、教育課程、入学者選抜方法、業務組織等についての

協議・検討が完了した。

２ 学習者の行動変化を引き起こす教育活動の推進

（１） 新型コロナウィルス対応のための遠隔授業の実施・推進に伴い、定期的な研修の

実施に取り組んだ。また、教育業績ファイルの全科目作成で教育の質の向上に努めた。

プロジェクターの増設、WI-FI の充実などにより、アクティブラーニングの推進を

図った。

（２） アセスメントテスト（学修到達度調査）の実施、ＧＰＡの作成、学修ポートフォ

リオ（学生が、学修の過程や各種の成果を収集し、記録したもの）「私の学修の軌跡」

の活用など、学修成果をデータとして測定し、学生に還元する方策を推進した。

３ 入学者受入の方針（アドミッション・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリキ

ュラム・ポリシー）、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）に基づく教育の推進

（１） 令和元年度に見直しを行った三つの方針に基づき、前述の各種の授業改善等を推

進した。

（２） 基礎ゼミやキャリアデザイン・キャリアプランの授業内容を見直し、科目との関

連の明確化を進めた。また、コロナ禍における学外実習に向けて、実習先と綿密に

協議を行うとともに、コロナ対応の徹底を含めての事前・事後指導の充実を図った。

（３） 新たな奨学金制度の適切な運用や学生情報の一元的な管理など、受入から就職に

至るまでの学生支援体制を充実させた。

４ 入学者募集・選抜方法の改善

（１） オープンキャンパスの運営方法や配布資料等を工夫し、コロナ禍における広報活

動の充実を図った。

（２） 共愛学園前橋国際大学と入学者選抜についての協議を行い、志願者や高等学校へ

の正確な情報提供に努めるとともに、合格者がスムーズに入学できるような取り組

みを進めてきた。

５ 教職員一体となった運営の合理化・効率化

（１） コロナ禍により実施できる行事は少なかったが、各種行事等のねらいや内容の関

連性、位置づけの見直しなど、組織的な教育活動を推進できるような体制作りを確

認した。
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財務の概要

１ 資金収支計算書の概要

資金収支計算書は、当年度の学園のすべての資金の動きを示したものです。

令和元年度の繰越支払資金１１億２千６百万円を含めた資金収入合計は、２８億８千

９百万円（前年度比２億２千３百万円の減少）となった。当年度の支出合計１６億８千５

百万円を差し引いた１２億３百万円が令和３年度への繰越支払資金となり、前年度より

７千７百万円増加した。なお、この翌年度繰越資金の額は貸借対照表の現金預金の額と同

額である。

(1) 資金収入について

① 学生生徒等納付金収入は、在籍者数が増加したことから前年度比２千２百万円増

加し、５億１千万円となった。

② 補助金収入は、前年度比４千１百万円増加し５億９千６百万円となった。

(2) 資金支出について

① 人件費支出は、７億５千５百万円となり、教員の年齢構成の変化等による要因で８

３０万円減少した。

② 教育研究費支出は２億３百万円となり、前年度比２千２百万円の増加となった。

③ 管理経費支出は、１億５百万円となり、前年度比１千４百万円の増加となった。

２ 事業活動収支計算書の概要

事業活動収支計算書は、当年度の経常的な収支については「教育活動収支」と「教育活

動外収支」を、臨時的な収支については「特別活動収支」を明示することで、当該年度の

諸活動に対応する全ての事業活動収支の状態を明らかにするものです。

(1) 教育活動収支について

教育活動収入については、学生生徒等納付金は５億１千万円、経常費等補助金 は５

億９千１百万円であり、学生生徒等納付金が前年度比２千２百万円増加及び経常費等

補助金が前年度比３千７百万円増加した影響で、教育活動収入計は１２億７千７百万

円となり、前年度比４千９百万円増加した。

教育活動支出については、人件費は７億５千５百万円、教育研究経費は３億４千２百

万円、管理経費は１億１千５百万円であり、教育活動支出計は１２億１千２百万円とな

り、前年度比では４千万円の増加となった。なお、減価償却額は教育研究費において１

億３千９百万円、管理経費において１千万円となり合計１億４千９百万円であった。

当年度の教育活動収支差額は６千５百万円で、教育活動収入が前年度比４千９百万

円増加し、教育活動支出も４千万円増加したため、前年度比９百万円増加となった。
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(2) 教育活動外収支について

事業活動収入は、預金利息等の収入が３万円、事業活動支出は借入金等利息が１３０

万円となり、教育活動外収支差額はマイナス１２７万円で、経常収支差額は６千４百万

円となった。

(3) 特別収支について

事業活動収入で施設設備寄付金及び補助金が合計で１千万円、事業活動支出で資産

処分差額が１千２百万円あり、特別収支差額はマイナス２百万円となった。

(4) 基本金組入前当年度収支差額について

当期利益にあたる基本金組入前当年度収支差額は６千２百万円で、前年度比で

６４０万円上回った。

３ 貸借対照表の概要

貸借対照表は、当年度末における学園の財政状態を示したものです。

当年度末の資産総額は５４億８千４百万円でほぼ前年度並みであった。基本金は６６

億３千５百万円で前年度比１千１百万円増加し、純資産の部合計は５０億８千１百万円

となり、基本金組入前当年度収支差額と同額の６千２百万円増加した。

(1) 土地、建物、備品等の固定資産は大きな設備投資はなく、減価償却後４１億３千７

百万円となった。

(2) 流動資産は１３億４千７百万円で、うち現金預金が１２億３百万円（前年度比７千

７百万円の増加）となった。

(3) 流動負債は２億２千４百万円となり、前年度比３千７百万円の減少となった。

(4) 基本金は第１号基本金に当年度２千９百万円繰り入れ、１千８百万円取り崩したた

め、１千１百万円増加し、６６億３千５百万円となった。

※ 第１号基本金とは、土地、建物、構築物、教育研究用機器備品、管理用機器備品、図

書車輌等の固定資産の取得のため過年度に投資した額の合計です。



決算の概要

（単位 円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金収入 508,813,000 509,783,105 ▲ 970,105

手数料収入 36,065,000 31,981,400 4,083,600

寄付金収入 1,449,000 10,381,600 ▲ 8,932,600

補助金収入 532,437,000 596,153,564 ▲ 63,716,564

国庫補助金収入 50,637,000 67,022,512 ▲ 16,385,512

地方公共団体補助金収入 291,394,000 300,896,886 ▲ 9,502,886

市町村 補助金 収入 16,406,000 27,758,426 ▲ 11,352,426

施設型 給付費 収入 174,000,000 200,475,740 ▲ 26,475,740

資産売却収入 0 3,224,890 ▲ 3,224,890

付随事業・収益事業収入 82,172,000 67,014,443 15,157,557

受取利息・配当金収入 344,000 28,364 315,636

雑収入 9,072,000 71,881,462 ▲ 62,809,462

借入金等収入 0 0 0

前受金収入 106,610,000 50,460,000 56,150,000

その他の収入 588,736,000 659,988,633 ▲ 71,252,633

資金収入調整勘定 ▲ 128,829,000 ▲ 238,549,224 109,720,224

前年度繰越支払資金 1,126,182,000 1,126,181,698

収入の部合計 2,863,051,000 2,888,529,935 ▲ 25,478,935

科 目 予 算 決 算 差 異

人件費支出 680,767,000 755,172,145 ▲ 74,405,145

教育研究経費支出 213,285,000 203,082,843 10,202,157

管理経費支出 106,852,000 104,710,516 2,141,484

借入金等利息支出 1,297,000 1,296,387 613

借入金等返済支出 25,044,000 25,044,000 0

施設関係支出 18,150,000 30,618,584 ▲ 12,468,584

設備関係支出 26,540,000 27,263,986 ▲ 723,986

資産運用支出 0 0 0

その他の支出 576,294,000 627,451,189 ▲ 51,157,189

(10,000,000)
0

資金支出調整勘定 ▲ 27,258,000 ▲ 89,583,524 62,325,524

翌年度繰越支払資金 1,242,080,000 1,203,473,809 38,606,191

支出の部合計 2,863,051,000 2,888,529,935 ▲ 25,478,935

〔予備費〕 0

資 金 収 支 計 算 書
令和 ２年 ４月 １日から
令和 ３年 ３月 ３１日まで

収入の部

支出の部
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（単位 円）

金 額

学生生徒等納付金収入 509,783,105

手 数 料 収 入 31,981,400

特 別 寄 付 金 収 入 5,674,000

一 般 寄 付 金 収 入 0

経 常 費 等 補 助 金 収 入 590,682,564

付 随 事 業 収 入 67,014,443

雑 収 入 71,881,462

上 記 以 外 の 収 入 0

1,277,016,974

人 件 費 支 出 755,172,145

教 育 研 究 経 費 支 出 203,082,843

管 理 経 費 支 出 104,710,516

1,062,965,504

214,051,470

▲ 78,986,232

135,065,238

13,403,490

57,882,570

▲ 44,479,080

▲ 6,955,694

▲ 51,434,774

83,630,464

543,330,857

549,669,210

▲ 6,338,353

0

▲ 6,338,353

77,292,111

1,126,181,698

1,203,473,809

そ の 他 の 活 動 資 金 収 入 計

支 払 資 金 の 増 減 額

施設設備等活動資金支出計

差 引

調 整 勘 定 等

施設設備等活動資金収支差額

収 入 の 部 合 計

に
よ
る
資
金
収
支

施
設
設
備
等
活
動

支

出

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

そ の 他 の 活 動 資 金 支 出 計

差 引

調 整 勘 定 等

その他の活動資金収支差額

に
よ
る
資
金
収
支

そ
の
他
の
活
動

教育活動資金支出計

施設設備等活動資金収入計

活 動 区 分 資 金 収 支 計 算 書
令和 ２年 ４月 １日から
令和 ３年 ３月３１日まで

教育活動資金収入計

科 目

教
育
活
動
に
よ
る
資
金
収
支

差 引

調 整 勘 定 等

教 育 活 動 資 金 収 支 差 額

収

入
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（単位 円）

科 目 予 算 決 算 差 異

学生生徒等納付金 508,813,000 509,783,105 ▲ 970,105

手数料 36,065,000 31,981,400 4,083,600

寄付金 1,449,000 6,073,850 ▲ 4,624,850

経常費等補助金 525,925,000 590,682,564 ▲ 64,757,564

国庫補助金 49,962,000 62,000,512 ▲ 12,038,512

地方公共団体補助金 285,894,000 300,896,886 ▲ 15,002,886

市町村 補助金 16,069,000 27,309,426 ▲ 11,240,426

施設型 給付費 174,000,000 200,475,740 ▲ 26,475,740

付随事業収入 82,172,000 67,014,443 15,157,557

雑収入 9,072,000 71,881,462 ▲ 62,809,462

教育活動収入計 1,163,496,000 1,277,416,824 ▲ 113,920,824

科 目 予 算 決 算 差 異

人件費 680,767,000 755,172,145 ▲ 74,405,145

教育研究経費 350,799,000 341,859,260 8,939,740

管理経費 116,947,000 115,012,468 1,934,532

徴収不能額等 0 0 0

教育活動支出計 1,148,513,000 1,212,043,873 ▲ 63,530,873

14,983,000 65,372,951 ▲ 50,389,951

科 目 予 算 決 算 差 異

受取利息・配当金 344,000 28,364 315,636

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 344,000 28,364 315,636

科 目 予 算 決 算 差 異

借入金利息 1,297,000 1,296,387 613

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 1,297,000 1,296,387 613

▲ 953,000 ▲ 1,268,023 315,023

14,030,000 64,104,928 ▲ 50,074,928

教育活動収支差額

教
育
活
動
外
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

教育活動外収支差額

経常収支差額

教
育
活
動
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

事 業 活 動 収 支 計 算 書
令和 ２年 ４月 １日から
令和 ３年 ３月３１日まで
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科 目 予 算 決 算 差 異

資産売却差額 0 0 0

その他の特別収入 6,512,000 10,178,600 ▲ 3,666,600

施設設備寄附金 0 4,707,600 ▲ 4,707,600

施設設備補助金 6,512,000 5,471,000 1,041,000

特別収入計 6,512,000 10,178,600 ▲ 3,666,600

科 目 予 算 決 算 差 異

資産処分差額 2,342,000 12,254,487 ▲ 9,912,487

その他の特別支出 0 0 0

特別支出計 2,342,000 12,254,487 ▲ 9,912,487

4,170,000 ▲ 2,075,887 6,245,887

(0)
10,000,000 10,000,000

8,200,000 62,029,041 ▲ 53,829,041

▲ 49,105,000 ▲ 29,026,312 ▲ 20,078,688

▲ 40,905,000 33,002,729 ▲ 73,907,729

▲ 1,604,452,000 ▲ 1,604,451,665 ▲ 335

5,177,000 17,624,469 ▲ 12,447,469

▲ 1,640,180,000 ▲ 1,553,824,467 ▲ 86,355,533

1,170,352,000 1,287,623,788 ▲ 117,271,788

1,162,152,000 1,225,594,747 ▲ 63,442,747

（参考）

事業活動収入計

事業活動支出計

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

翌年度繰越収支差額

特
別
収
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

特別収支差額

〔予備費〕
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（単位 円）

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固定資産 4,136,535,012 4,240,401,811 ▲ 103,866,799

有形固定資産 4,107,173,397 4,213,193,819 ▲ 106,020,422

特定資産 0 0 0

その他の固定資産 29,361,615 27,207,992 2,153,623

流動資産 1,347,206,639 1,243,936,739 103,269,900

資産の部合計 5,483,741,651 5,484,338,550 ▲ 596,899

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

固定負債 179,042,000 204,086,000 ▲ 25,044,000

流動負債 223,826,709 261,408,649 ▲ 37,581,940

負債の部合計 402,868,709 465,494,649 ▲ 62,625,940

科 目 本 年 度 末 前 年 度 末 増 減

基本金 6,634,697,409 6,623,295,566 11,401,843

第１号基本金 6,551,697,409 6,540,295,566 11,401,843

第２号基本金 0 0 0

第３号基本金 0 0 0

第４号基本金 83,000,000 83,000,000 0

繰越収支差額 ▲ 1,553,824,467 ▲ 1,604,451,665 50,627,198

純資産の部合計 5,080,872,942 5,018,843,901 62,029,041

負債及び純資産の部合計 5,483,741,651 5,484,338,550 ▲ 596,899

純資産の部

負債の部

資産の部

貸 借 対 照 表

令和 ３年 ３月３１日

14



①資金収支計算書(H28～R2年度) （単位：千円）
※千円未満四捨五入

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 本年度

学生生徒等納付金収入 649,619 548,682 533,151 488,099 509,783

手 数 料 収 入 31,119 31,663 24,633 25,682 31,981

寄 付 金 収 入 2,648 2,438 4,147 3,071 10,382

補 助 金 収 入 486,060 606,858 534,940 554,988 596,154

資 産 売 却 収 入 0 0 0 0 3,225

付随事業・収益事業収入 29,562 29,970 46,890 68,619 67,014

受取利息・配当金収入 619 542 383 354 28

雑 収 入 71,090 89,782 118,417 90,076 71,881

借 入 金 等 収 入 0 0 0 250,000 0

前 受 金 収 入 104,690 101,030 88,400 95,390 50,460

そ の 他 の 収 入 532,501 547,499 650,858 722,643 659,989

資 金 収 入 調 整 勘 定 △ 215,856 △ 291,972 △ 236,621 △ 205,086 △ 238,549

前 年 度 繰 越 支 払 資 金 1,285,691 1,125,604 998,022 1,017,923 1,126,182

合 計 2,977,743 2,792,097 2,763,219 3,111,758 2,888,530

人 件 費 支 出 790,188 814,033 838,622 763,482 755,172

教 育 研 究 経 費 支 出 225,879 181,993 199,552 181,337 203,083

管 理 経 費 支 出 69,434 94,592 89,368 90,302 104,711

借 入 金 等 利 息 支 出 0 0 0 1,230 1,296

借 入 金 等 返 済 支 出 0 0 0 20,870 25,044

施 設 関 係 支 出 187,752 200,609 25,581 517,176 30,619

設 備 関 係 支 出 20,815 48,598 27,166 12,427 27,264

資 産 運 用 支 出 100,000 100,000 0 0 0

そ の 他 の 支 出 545,490 567,805 703,380 526,932 627,451

資 金 支 出 調 整 勘 定 △ 87,420 △ 213,555 △ 138,371 △ 128,179 △ 89,584

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金 1,125,604 998,022 1,017,923 1,126,182 1,203,474

合 計 2,977,743 2,792,097 2,763,219 3,111,758 2,888,530

科 目

収
入
の
部

支
出
の
部

経年比較
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②事業活動収支計算書(H28～R2年度) （単位：千円）
※千円未満四捨五入

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 本年度

学 生 生 徒 等 納 付 金（ア） 649,619 548,682 533,151 488,099 509,783

手 数 料 31,119 31,663 24,633 25,682 31,981

寄 付 金（イ） 2,648 2,438 3,450 1,527 6,074

経 常 費 等 補 助 金（ウ） 486,060 514,642 534,940 554,022 590,683

付 随 事 業 収 入 29,562 29,970 46,890 68,619 67,014

雑 収 入 71,090 89,782 118,417 90,076 71,881

教 育 活 動 収 入 計（エ） 1,270,098 1,217,178 1,261,480 1,228,025 1,277,417

人 件 費（オ） 790,188 814,033 838,622 763,482 755,172

教 育 研 究 経 費（カ） 320,608 284,922 323,136 305,048 341,859

うち、減価償却 94,729 102,929 123,584 123,711 138,692

管 理 経 費（キ） 81,847 105,936 99,056 103,134 115,012

うち、減価償却 12,400 11,338 9,687 12,798 9,978

徴 収 不 能 額 等 0 0 180 0 0

教 育 活 動 支 出 計（ク） 1,192,643 1,204,890 1,260,994 1,171,664 1,212,044

77,454 12,287 487 56,361 65,373

受 取 利 息 ・ 配 当 金 619 542 383 354 28

そ の 他 の 教 育 活 動 外 収 入 0 0 0 0 0

教 育 活 動 外 収 入 計（コ） 619 542 383 354 28

借 入 金 等 利 息 0 0 0 1,230 1,296

そ の 他 の 教 育 活 動 外 支 出 0 0 0 0 0

教 育 活 動 外 支 出 計（サ） 0 0 0 1,230 1,296

619 542 383 △ 876 △ 1,268

経 常 収 支 差 額 78,073 12,830 869 55,485 64,105

資 産 売 却 差 額 0 0 0 0 0

うち、有価証券売却差額 0 0 0 0 0

そ の 他 の 特 別 収 入 0 92,316 697 2,510 10,179

うち、施設設備寄付金 （ス） 0 0 697 1,544 4,708

うち、現 物 寄 付 （セ） 0 100 0 0 0

うち、施設設備補助金 （ソ） 0 92,216 0 966 5,471

特 別 収 入 計（タ） 0 92,316 697 2,510 10,179

資 産 処 分 差 額 5,186 7,767 2,422 2,378 12,254

うち、有価証券処分差額 0 0 0 0 0

うち、有価証券評価差額 0 0 0 0 0

そ の 他 の 特 別 支 出 0 0 0 0 0

特 別 支 出 計（チ） 5,186 7,767 2,422 2,378 12,254

△ 5,186 84,549 △ 1,725 132 △ 2,076

：テ） 72,887 97,379 △ 856 55,617 62,029

（ト） △ 134,990 △ 116,680 △ 147,759 △ 285,782 △ 29,026

△ 103,990 △ 116,680 △ 147,759 △ 285,782 △ 29,026

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 31,000 0 0 0 0

△ 62,103 △ 19,301 △ 148,615 △ 230,165 33,003

△ 1,220,243 △ 1,247,583 △ 1,260,620 △ 1,409,235 △ 1,604,452

34,762 6,264 0 22,762 17,624

△ 1,247,583 △ 1,260,620 △ 1,409,235 △ 1,604,452 △ 1,553,825

1,270,716 1,310,036 1,262,560 1,230,889 1,287,624

1,197,829 1,212,657 1,263,415 1,175,272 1,225,595

基 本 金 取 崩 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計 （ エ + コ + タ = ニ ）

事 業 活 動 支 出 計 （ ク + サ + チ = ヌ ）

（ 第 １ 号 基 本 金 組 入 額 ）

（ 第 ２ 号 基 本 金 組 入 額 ）

（ 第 ３ 号 基 本 金 組 入 額 ）

（ 第 ４ 号 基 本 金 組 入 額 ）

当 年 度 収 支 差 額 （ テ - ト = ナ ）

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

特

別

収

支

事
業
活
動
収
入

事
業
活
動
支
出

特 別 収 支 差 額 （ タ - チ = ツ ）

基本金組入前当年度収支差額（ケ+シ+ツ

基 本 金 組 入 額 合 計

科 目

教

育

活

動

収

支

事
業
活
動
収
入

事
業
活
動
支
出

教 育 活 動 収 支 差 額 （ エ - ク = ケ ）

教
育
活
動
外
収
支

収
入

事
業
活
動

支
出

事
業
活
動

教 育 活 動 外 収 支 差 額 （ コ - サ = シ ）
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(2)貸借対照表(H28～R2年度) （単位：千円）
※千円未満四捨五入

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 本年度

（a） 3,905,358 4,132,632 4,049,686 4,240,402 4,136,535

3,779,156 3,906,477 3,823,364 4,213,194 4,107,173

うち、 土 地 1,127,053 1,127,073 1,127,073 1,367,462 1,367,462

うち、 建 物 2,495,873 2,587,413 2,504,943 2,406,453 2,331,702

うち、 構 築 物 54,923 66,781 69,242 332,993 310,321

うち、教育研究用機器備品 46,499 76,825 65,241 54,961 57,015

（b） 100,000 200,000 200,000 0 0

26,202 26,156 26,323 27,208 29,362

うち、 収益事業元入金 0 0 0 0 0

うち、 有 価 証 券（c） 0 0 0 0 0

（ｄ） 1,200,128 1,186,216 1,178,393 1,243,937 1,347,207

（e） 1,125,604 998,022 1,017,923 1,126,182 1,203,474

（f） 0 0 0 0 0

74,524 188,193 160,471 117,755 143,733

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 本年度

（h） 238,783 354,765 264,853 465,495 402,869

（i） 6,263 2,584 275 204,086 179,042

うち、 長 期 借 入 金 0 0 0 204,086 0

うち、 学 校 債 0 0 0 0 0

うち、 退職給与引当金（j） 0 0 0 0 0

（k） 232,520 352,182 264,577 261,409 223,827

うち、 短 期 借 入 金 0 0 0 25,044 25,044

うち、 前 受 金（l） 104,690 101,030 88,400 95,390 50,460

（m） 6,102,101 6,212,517 6,360,276 6,623,296 6,634,697

ア 第 １ 号 基 本 金 （m1） 6,019,101 6,129,517 6,277,276 6,540,296 6,551,697

イ 第 ２ 号 基 本 金（n） 0 0 0 0 0

ウ 第 ３ 号 基 本 金（o） 0 0 0 0 0

エ 第 ４ 号 基 本 金 83,000 83,000 83,000 83,000 83,000

（p） ▲ 1,235,397 ▲ 1,248,434 ▲ 1,397,049 ▲ 1,604,452 ▲ 1,553,824

▲ 1,235,397 ▲ 1,248,434 ▲ 1,397,049 ▲ 1,604,452 ▲ 1,553,824

（ｑ） 2,250,390 2,336,169 2,455,824 2,554,491 2,646,933

（ｒ） 11,552 114,190 3,140 229,502 204,276

資 産 の 部

負 債 の 部 ・ 純 資 産 の 部

5,228,080

5,228,0805,105,486

5,105,486

科 目

総 負 債

固 定 負 債

流 動 資 産

基 本 金 未 組 入 額

流 動 負 債

基 本 金

繰 越 収 支 差 額

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

合 計
5,483,742

（h）＋（m）＋（p）

(g) 5,483,742

減価償 却額 の累 積額 の合 計額

5,484,339

5,484,339

5,318,848

5,318,848

合 計

科 目

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

特 定 資 産

そ の 他 の 固 定 資 産

そ の 他

うち、 現 金 預 金

うち、 有 価 証 券
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分類 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 本年度

人 件 費 （オ）
経 常 収 入 （エ+コ）

事 教 育 研 究 経 費 （カ）
経 常 収 入 （エ+コ）

業 管 理 経 費 （キ）
経 常 収 入 （エ+コ）

活 事 業 活 動 支 出 （ヌ）
事業活動収入－基本金組入額 （ニ-ト）

動 事 業 活 動 支 出 （ヌ）
学生生徒等納付金 （ア）

収 学生生徒等納付金 （ア）
経 常 収 入 （エ+コ）

支 寄 付 金 （イ+ス+セ）
事 業 活 動 収 入 （ニ）

計 補 助 金 （ウ+ソ）
事 業 活 動 収 入 （ニ）

算 基 本 金 組 入 額 （ト）
事 業 活 動 収 入 （ニ）

書 教育活動収支差額 （ケ）
教 育 活 動 収 入 （エ）

経 常 収 支 差 額 （ケ+シ）
経 常 収 入 （エ+コ）

繰 越 収 支 差 額 （p）
総 負 債 ＋ 純 資 産 （h+m+p）

基 本 金 （m）

貸 基 本 金 要 繰 入 額 （m1+r）

固 定 資 産 （a）
純 資 産 （m+p）

借 固 定 資 産 （a）
純資産＋固定負債 （m+p+i）

流 動 資 産 （d）

対 流 動 負 債 （k）

現 金 預 金 （e）
前 受 金 （l）

照 総 負 債 （h）
総 資 産 （g）

総 負 債 － 前 受 金 （h-l）

表 総 資 産 （g）

純 資 産 （m+p）
基 本 金 要 組 入 額 （m+r）

運 用 資 産 （b+c+e+f）
要 積 立 額 （j+n+o+q）

（注） 小数点以下第２位を四捨五入して小数点第１位まで。

51.3%

99.5%

83.3%

83.2%

336.8%

987.8%

6.7%

8.9%

1.0%

1.1%

-23.5%

4.8%

78.5%

8.7%

85.0%

221.0%

45.1%

0.2%

46.3%

2.6%

79.6%

54.5%

101.2%

80.2%

80.1%

516.1%

1,075.2%

4.7%

184.4%

51.1%

0.2%

38.3%

10.6%

6.1%

積 立 率 45.5%

総 負 債 比 率 7.3%

負 債 率 6.4%

基 本 金 実 質 組 入 率 74.3%

6.7%

73.2%

固 定 長 期 適 合 率 78.6%

流 動 比 率 601.9%

前 受 金 保 有 率 2,385.0%1,151.5%

81.6%

445.4%

-28.3%

基 本 金 比 率 98.2%

固 定 比 率 81.4%

-29.3%

81.6%

101.3%

-26.7%-24.2%

2.3%

教 育 活 動 収 支
差 額 比 率

5.1%

経 常 収 支 差 額 比 率 5.0%

23.2%

4.6%

4.5%

11.7%

6.1%

39.9%

寄 付 金 比 率 0.8%

補 助 金 比 率 46.3%

39.7%

0.2%

45.1%42.4%

9.0%

基本金組入後収支比率 93.1%

経 常 経 費 依 存 率 240.4%

8.4%

77.5%

240.8%

6.4%

85.2%

59.1%

教 育 研 究 経 費 比 率 26.8%

62.2%

24.8%

66.5%62.2%

25.2%

66.8%

23.4%

49.6%

3.4%

比 率 算 式 （×１００）

人 件 費 比 率

管 理 経 費 比 率

学生生徒等納付金比率

基 本 金 組 入 率

繰 越 収 支 差 額
構 成 比 率

44.1%

97.8%

84.5%

81.2%

475.9%

1,180.6%

8.5%

78.0%

25.6%

7.8%

89.6%

237.0%

42.3%

5.1%

0.0%

0.1%

0.3%
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+

財務比率（事業活動収支計算書関係）

66.8%
66.5%

62.2%

59.1%

54%

56%

58%

60%

62%

64%

66%

68%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

人件費比率

23.4%

25.6%

24.8%

26.8%

21%

22%

23%

24%

25%

26%

27%

28%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

教育研究経費比率

8.7%

7.8%

8.4%

9.0%

7%

8%

8%

9%

9%

10%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

管理経費比率

85.0%
89.6%

77.5%

93.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

基本金組入後収支比率

221.0%

237.0%

240.8% 240.4%

210%

215%

220%

225%

230%

235%

240%

245%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

経常経費依存率

45.1%

42.3%

39.7% 39.9%

36%

38%

40%

42%

44%

46%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

学生生徒等納付金比率

0.2%
0.3%

0.2%

0.8%

0%

0%

0%

1%

1%

1%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

寄付金比率

46.3%

42.4%

45.1%

46.3%

40%

41%

42%

43%

44%

45%

46%

47%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

補助金比率

8.9%

11.7%

23.2%

2.3%0%

5%

10%

15%

20%

25%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

基本金組入率
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財務比率（貸借対照表関係）

-23.5%

-26.7%

-29.3%

-28.3%

-35%

-30%

-25%

-20%

-15%

-10%

-5%

0%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

繰越収支差額構成比率

99.5%

101.3%

97.8%

98.2%

96%

97%

98%

99%

100%

101%

102%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

基本金比率

83.3%

81.6%

84.5%

81.4%

79%

80%

81%

82%

83%

84%

85%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

固定比率

83.2%

81.6%
81.2%

78.6%

76%

78%

80%

82%

84%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

固定長期適合率

336.8%

445.4% 475.9%

601.9%

0%

100%

200%

300%

400%

500%

600%

700%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

流動比率

987.8%
1151.5% 1180.6%

2385.0%

0%

500%

1000%

1500%

2000%

2500%

3000%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

前受金保有率

6.7%

5.1%

8.5% 7.3%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

総負債比率

4.8%

3.4%

6.7% 6.4%

0%

2%

4%

6%

8%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

負債率

78.5% 78.0%

73.2%
74.3%

70%

72%

74%

76%

78%

80%

H29年度 H30年度 R1年度 本年度

基本金実質組入率

20



その他

借入先 借入残高 返済期限 担保等

株式会社群馬銀行 163,260,000 令和11年5月20日 なし

しののめ信用金庫 40,826,000 令和11年5月20日 なし

合計 204,086,000

以上

① 借入金の状況
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